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活用する前に知っておきたい
相続時精算課税の注意点

近年、生前贈与の一つとして『相続時精算課税』が話題に上ることが出てきました。この制

度を「2,500万円までは贈与税がかからない節税策」と考える方もいるようですが、必ずし

もそうではありません。 今回は相続時精算課税の基本や注意点について解説します。

※本記事の内容は、2022年12月上旬時点の法令情報等に基づいています。

2,500万円まで非課税！？
相続時精算課税とは？

相続時精算課税は、 贈与の年の1月1日現在で

60歳以上の父母または祖父母から、 同年1月 1日

現在で18歳以上の子または孫に対して財産を生

前贈与する際に選択できる制度です。 通算2,500

万円までは贈与税がかからず※1、贈与した人が

亡くなった際には、 この制度を活用して贈与し

た財産も相続財産に含めて相続税額を計算しま

す。 たとえば、 1億円の財産のあるAさんが、

子であるBさんに2,000万円を贈与した場合、 贈

与時に贈与税はかかりません。 その後、 Aさん

が亡くなった際に、 生前贈与した2,000万円と残

りの財産8,000万円を合算した 1億円に対して相

続税が課されます。 ちなみに、 相続時精算課税

を選択すると、 選択の対象となる贈与者からの
贈与は今後、2023年12月31 日までは通常の生前

贈与（暦年課税）の基礎控除額110万円は控除で

きなくなります。

では、 どのような場合に活用の可能性がある

のでしょうか。たとえば、財産が3,000万円の配

偶者のいないCさんが、 一人息子であるDさん

に1,000万円を生前贈与するといった場合です。

通常1,000万円の贈与には、特例税率が適用され

る場合でも177万円の贈与税が課せられます。し

かし、相続時精算課税なら贈与時には非課税、C

さんが亡くなった際には、 残りの財産2,000万円

と生前贈与分1,000万円の合計3,000万円が相続財

産となります。 これは相続税の基礎控除額3,600

万円を下回るため、 相続税も非課税となります。

このように基礎控除額を下回る場合には、税

金の合計額が少なくなる可能性があります。

※1: 2,500万円を超えた分は一律20％の贈与税が課されます。
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不動産の継承で使うと損をする？
ケースによつで隕重に検討を

相続時精算課税は通算2,500万円までは贈与税

がかからないことから、 もっとも利用を検討す

るのは金額の大きい不動産についてではないで

しょうか。 ここで注意したいのは、 相続時精算

課税を利用すると、 自宅や事業用土地の相続に

ついて『小規模宅地等の特例』が使えなくなる

ことです。

小規模宅地等の特例とは、限度面積もありま

すが、一定の要件のもと、相続した上地の評価額

を50％もしくは80％まで減額できるものです。

土地の評価額が低い時は相続税の非課税枠に収

まり、 相続税額がかからないケースも珍しくあ

りません。 しかし、 特例が適用されるのは相続

した士地に限られるため、 生前贈与された土地

は対象外になり、 相続時精算課税ではかえって

税額が増えることもあります。 また、 相続なら

ば課されない不動産取得税なども課されます。

このほかにも、 相続時精算課税の利用には贈

与を受けた年の翌年の 2 月 1 日から 3 月 15 日ま

でに、 贈与税の申告書とともに『相続時精算課

税制度選択届出書』を税務署へ提出する必要が

あり、 選択するとその贈与者と受贈者との間で

は通常の贈与傭f年課税）には戻せない、 相続時

精算課税で贈与された財産は相続税の物納に充

てることはできないといったルールもあります。

贈与時から相続まで長い期間がかかり、 状況
が変化するのはよくあることです。 相続時精算

課税によってどのような影響があるのかなど、

専門家に相談しつつ、1真重に検討してはいかが

でしょうか。
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